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「協同組織形態の金融機関のあり方について」 
（平成元年５月 15 日金融制度調査会金融制度第一委員会中間報告） 

 

 

「第１章 協同組織金融機関の基本的あり方」の主なポイント 
 

１．中小企業、個人等に対する専門金融機関の必要性 

・中小企業、個人等の主たる活動分野における協同組織金融機関の貸出は着実に増加するとともに、そのシェアも依然として高い

水準にある 

→これらの分野における貸し手としての協同組織金融機関の重要性は引き続き大きい 

 

・我が国経済の内需主導型成長への転換・定着が展望される中で、中小企業の重要性は一層増大。こうした中小企業にとって、経

済の構造転換対応するための技術開発や設備投資の推進が課題 

・個人の分野においても、住宅をはじめ、多様化する消費者のニーズに的確に対応し、豊かな国民生活の実現を図ることが課題 

→こうした状況から、中小企業、個人等の分野において円滑な資金の供給等多様な金融サービスの提供を確保することが引き続

き重要 

   

  ・上記のような事情に加え、下記のような点を踏まえると、中小企業、個人等の分野において十分な金融サービスを確保するため、

これらの分野を専門とする金融機関の存在は今後とも必要 

－中小企業、個人等の分野においては、貸付規模が比較的小口であること、及びリスク判断においても個別の事情を斟酌する必

要があること等の理由から、円滑な金融を確保するため 

－中小企業、個人等の分野は、取引先が多数にのぼることに加え、その金融ニーズも個々の事情に即し極めて多様 

－金融情勢の如何に関わらず、中小企業、個人等に対する安定的な資金供給を確保する必要 
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２．協同組織形態を採ることの意義 

・利用者ニーズへの的確かつきめ細かな対応 

 ＜理由＞ 

－地縁・人縁を基盤としていることから、利用者である会員・組合員のニーズの把握が容易 

－非営利の相互扶助組織であるため、業務及び組織の運営上、会員・組合員の利益が第一義的に考慮される 

・長期的な観点に立った適切な金融仲介機能の発揮 

 ＜理由＞ 

－原則、借り手が会員又は組合員であり、貸し手である金融機関との間に強い密着性又は連帯が存在するため 

 

 

３．金融環境等の変化と協同組織金融機関のあり方 

・協同組織形態を採っていることの特質を発揮し、預金、貸出業務に加え、情報提供や経営指導・相談業務等幅広いサービスの提

供に努めることが肝要 

・協同組織金融機関は、会員又は組合員となりうる者の地域的範囲を限定するため、「地区」を定めることとされており、その意味

で、多かれ少なかれ、地域を基盤とする金融機関の性格を有している（中でも、信用金庫・地域信用組合は、その性格が強い） 

・地域を基盤とする金融機関は、地域から資金を吸収し、それを地域に還元するという役割を担っており、地域経済の活性化・個

性化が我が国の重要な課題とされる中、その役割は一層増大していくものと考えられる 
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規模別企業数の推移
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中小企業のうち中規模企業

中小企業のうち小規模企業

資料：総務省ホームページ「事業所・企業統計調査」再編加工。
（注）１．昭和61年から平成３年までは「事業所統計調査」　２．企業数＝会社数＋個人事業所　３．1996年は、常用雇用者300人以下（卸売業は100人以下、小売業、飲食店、サービス業は50人
以下）、資本金１億円以下（卸売業は3000万円以下、小売業、飲食店、サービス業は1000万円以下）の企業を中小企業とする。　４．1999年以降は、中小企業基本法改正後の定義に基づき、常用
雇用者300人以下（卸売業、サービス業は100人以下、小売業、飲食店は50人以下）、又は資本金３億円以下（卸売業は１億円以下、小売業、飲食店、サービス業は5000万円以下）の企業を中小企
業とする。　５．小規模企業は中小企業のうち、常用雇用者20人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は５人以下）の企業とする。　６．中規模企業数＝中小企業数－小規模企業数
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倒産件数と負債総額の推移
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（左軸）

倒産会社全体の負債金額（右軸）

うち資本金１億円未満企業倒産負債

金額（右軸）

資料：中小企業庁ホームページ（2008年版 中小企業白書）ほかより再編加工。
（注）負債総額1,000万円以上の企業について集計。
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倒産件数と負債総額の推移(平成20年月別)
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資料：中小企業庁ホームページ「調査統計－倒産の状況」より再編加工。
（注）負債総額1,000万円以上の企業について集計。
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地域金融機関の計数等の比較

１．金融機関数

２．店舗数
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３．預金

４．貸出金

（注）上記１．～４．の平成20年３月末のグラフでは、平成元年３月末と比較した表示をしている。
　　　平成元年３月末と比較して増加した場合：平成20年３月末の棒グラフの内側に、平成元年３月末の数値線を引いている。
　　　平成元年３月末と比較して減少した場合：平成20年３月末の棒グラフ外（上）に、減少部分について網掛け表示している。
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信用金庫・信用組合の預金と貸出金・預け金・有価証券残高の比較と預貸率の推移

①預金と貸出金・預け金・有価証券残高の比較
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①預金と貸出金・預け金・有価証券残高の比較
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（注）各業態の①表における各数値の表示方法は以下の通り。
　　・預金：網掛け部分（アウトラインは実線）の量、・貸出金：０兆円から点線（　　　）までの量、
　　・預け金：点線（　　　）から実線までの量、有価証券：実線から点線（　　　）までの量
　　※各表における矢印は、上記の表示方法の見方を例示したものである。
（備考）「全国信用金庫概況」等の各種資料をもとに作成。

②預貸率の推移
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業態別中小企業向貸出残高
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資料：中小企業庁ホームページ「2008年版中小企業白書－金融機関別中小企業向け貸出残高」ほかを再編加工。
（注）１．中小企業向け貸出残高とは、資本金3億円＜1億円＞（卸売は1億円＜3,000万円＞、小売業、 飲食店、サービス業は5,000万円＜1,000万円＞）以下、または常用従業員
300人（卸売業、サービス業は100人＜サービス業は50人＞、小売業、飲食店は50人）以下の企業（法人及び個人企業） への貸出しを指す。＜＞内は2000年3月以前の定義を指す。
２．信用金庫における中小企業向け貸出残高とは、個人、地方公共団体、海外円借款、国内店名義現地貸を除く貸出残高。３．信用組合における中小企業向け貸出残高とは、個
人、地方公共団体などを含む総貸出残高。４．政府系金融機関＝商工組合中央金庫＋中小企業金融公庫＋国民生活金融公庫５．各年12月の貸出残高及びその割合。６．消費者金融
は各年度末残高。10年３月末は集計されていない。
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信用金庫の業種別貸出金残高シェア
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製造業

　参考：信金中金総合研究所ホームページ「信用金庫概況」（再編加工）、全国信用金庫協会調べ
　（注）１．その他には卸売業・小売業・飲食店等の業種を含む。２．個人は主に住宅ローン及びカードローン。
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信用組合の業種別貸出金残高シェア
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　参考：全国信用組合中央協会調べ。
　（注）１．その他には卸売業・小売業・飲食店等の業務を含む。２．個人は主に住宅ローン及びカードローン。
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融資姿勢に対する評価（業態別）
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合計

政府系金融機関
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主要行

積極的である やや積極的である どちらとも言えない
やや消極的である 消極的である

 
資料：金融庁公表資料（平成 20 年９月 30 日） 

全国の財務省を通じて、各地域の商工会議所の経営指導員等４６９名を対象に聴き取り調査を実施。 
（注）「合計」は各業態の回答を単純合計したもの。 

中小企業への融資姿勢に対する評価（業態別） 
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地域金融機関に期待する役割

37.3 6.5 21.6 22.4 5.9 3.0 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資金繰り支援 資本増強支援 経営相談 営業面の支援

関係者の連携 業種転換 その他

    

地域金融機関に期待する役割の具体的な内容 

資料：金融庁公表資料（平成 20 年９月 30 日） 

全国の財務局を通じて、各地域の商工会議所の経営指導員等４６９名を対象に聴き取り調査を実施。 
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6%

31%

45%

3%

3%

14%

5%

25%

34%

5%

9%

23%

39%

24%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

ヤミ金融・その他

親族・知人

消費者金融・クレジットカード

商工ローン

その他金融機関（商工中金等）

信用金庫・信用組合

銀行

経常的資金　n＝1467

つなぎ資金　n＝1272

直近１年間で零細企業主が利用した借入期間別の資金調達先（重複回答）

（注）「調達する必要はなかった」とするサンプルを除外して集計。調査時点は2008年５月。
（資料提供）東京情報大学准教授　堂下　浩氏
            ※上記の図は堂下准教授の論文「貸金３法改正後の課題」（参考資料参照）より
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出典：日本銀行統計、全国信用金庫財務諸表、全国信用組合決算状況、貸金業者から提出された業務
報告書に基づき作成

金利帯別貸付残高の比較

※1 グラフは、国内銀行（日本銀行と取引のあるもの）、信用金庫（城南信金除く）、信用組合、消
費者向無担保貸金業者、事業者向貸金業者の貸付残高を合算したもの。

※2 国内銀行、信金、信組の金利帯別貸付残高は「％未満、％以上」により分類されているのに対
し、貸金業者の金利帯別貸付残高は「％以下、％超」により分類されている点に留意。
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多重債務者に対する生活支援貸付の事例について

グリーンコープ生協くまもと

（生活再生貸付事業）

グリーンコープ生協ふくおか

（生活再生貸付事業）

岩手県信用生協

（消費者救済資金貸付制度）

・貸付件数：16件
・貸付総額：1,080万円

・貸倒れ実績：なし

（2008年4月～09年2月の累計）

貸付件数： 147件
貸付総額： 1億4,083万円

貸倒れ実績： なし

（2006年8月～08年6月の累計）

残高件数： 3,415件（2009年2月時点）

貸付残高： 47億9,941万円

貸倒れ率： 0.2～0.3％程度

貸付限度額： 原則として150万
円

貸付利率： 9.5％
（連帯保証人（原則として家族）
を立てることが条件）

貸付限度額： 原則として150万
円

貸付利率： 9.5％
（連帯保証人（原則として家族）
を立てることが条件）

貸付限度額： 500万円

貸付利率： 9.41％
（連帯保証人（原則として家族）を立て
ることが条件）

貸
付
条
件

組合員組合員及び福岡県民

（福岡県との協働事業のため員
外利用も可）

組合員貸
付
対
象

組合員の出資金が原資。組合員の出資金が原資。組合員の出資金に加え、県内の9金融
機関が県内34市町村の預託等に基づ

き、生協に融資。

貸
付
原
資

岩手県内市町村が金融機関に資金を
預託、金融機関から信用生協に融資を
行い、信用生協が多重債務者に対して
生活再生のためのカウンセリングを伴
う融資を実行。弁護士会等とも連携。

生活費、借金返済のための資金の貸付を実施。定期的な面談に
より、債務者の家計管理をフォローする。

グリーンコープ生協ふくおかが福岡県との協働事業として開始。
現在、山口、大分の各生協においても実施。

概
要

実
績
等
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業態別不良債権比率の推移
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末

（年度）

（
％
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第二地方銀行

信用金庫
信用組合

（参考）金融庁ＨＰ「不良債権の状況等について」（資料）金融再生法開示債権等の推移
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信用金庫の不良債権処分額等の推移

①不良債権処分額及び実質業務純益の推移
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10 １１ １２ １３ １４ 15 16 17 18 19
（年度）

（億円）

不良債権処分額

実質業務純益

②金融再生法開示債権及び純資産の推移
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（年度）

（億円） 金融再生法開示債権

純資産

（備考）全国信用金庫協会調べ、金融庁ＨＰ「不良債権の状況等について」（資料）金融再生法開示債権等の推移ほか各種資料より作成。
（注１）①表：不良債権処分額＝一般及び個別貸倒引当金純繰入額＋貸出金償却（＋（信金中金の場合）特定海外債権引当勘定繰入額）
（注２）12年度以降は信金中金の数値を含む。
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信用組合の不良債権処分額等の推移

①不良債権処分額及び実質業務純益の推移
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②金融再生法開示債権及び純資産の推移
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（備考）全国信用組合中央協会調べ、金融庁ＨＰ「不良債権の状況等について」（資料）金融再生法開示債権等の推移ほか各種資料より作成。
（注１）①表：不良債権処分額＝一般及び個別貸倒引当金純繰入額＋貸出金償却
（注２）12年度以降は全国信用組合連合会の数値を含む。
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全国銀行の不良債権処分損等の推移

①不良債権処分損及び実質業務純益の推移
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②金融再生法開示債権及び純資産の推移

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

10 １１ １２ １３ １４ 15 16 17 18 19
（年度）

（兆円）
金融再生法開示債権

純資産

（備考）金融庁ＨＰ「不良債権の状況等について」（資料）金融再生法開示債権等の推移、『全国銀行財務諸表分析』より作成。
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金融機関のバランスシート（イメージ）

資産 負債

①貸出の不良債権
化で個別貸倒引
当金が増加し、自
己資本が低下

③自己資本比率の
低下により、金融
機関のリスクテイ
ク能力も低下。
結果として、新規
貸出が困難に

通常 不良債権処理時

証券等

貸出

預金

自己資本 自己資本

②担保価値の低下
等により、さらに
個別貸倒引当金
が増加し、自己資
本が低下

個別貸倒
引当金（△）

個別貸倒引当金（△）

資産 負債

証券等

貸出

預金

個別貸倒引当金（△）
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預金

証券等
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